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１．はじめに 

阿弥陀トンネルは，現在整備が進められている北海道新幹線（新青森～新函館間）のうち，青森県東津軽郡

蓬田村に位置する延長 177m の小土被り未固結地山トンネルである（図-1参照）． 

本トンネルは，上半断面に砂礫主体の第四紀更新世岡町層，下半断面に高含水比のシルト～細砂主体の新第

三紀鮮新世蟹田層が出現することが予想されたことから，トンネル掘削に伴う泥濘化と地山強度の低下が懸念

された．また，トンネル全線にわたって土被り 1.5D（D：トンネル掘

削径，D=11m）以下の小土被り区間が続くことから，グラウンドアー

チの形成が難しいと考えられた．これらのことから，トンネル周辺地

山の安定性を確保するためには，支保工脚部の沈下を抑制し，トンネ

ル掘削に伴う地山の緩み拡大を防止することが重要であると考えら

れた．そこで，本トンネルにおいては，打設と同時に地山に定着させ

ることができ，効率的に地山を補強・改良できる「注入機能を有する

鋼管膨張型ボルト：RPE-G ボルト」1)に着目し，当該ボルトを脚部補

強工として試験的に採用した． 

本稿では，阿弥陀トンネルにおける「RPE-G ボルトを用いた新しい

脚部補強工」の試験施工から得られた当該脚部補強工の効果および施

工性について報告する． 

 

２．地形・地質概要 

図-2に，阿弥陀トンネルの平面・縦断図を示す． 

本トンネルは，新第三紀鮮新世の蟹田層を第四

紀更新世岡町層が覆う丘陵地に位置する．最大土

被りは，16m（1.5D）程度である． 

事前地質調査および坑口斜面の観察の結果，本

トンネルルートの地質構造は，砂，砂礫およびロ

ームが概ね水平に堆積した成層状態にあり，ほぼ

トンネル全線において，上半断面に砂礫主体の岡

町層（Ocg）が，下半断面にシルト～細砂主体の蟹

田層（Kyo）が出現すると推察された．18km186m

付近で実施した標準貫入試験から得られた各地層 
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図-1 阿弥陀トンネル施工位置図 
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の平均 N 値は，砂礫主体の岡町層が 41，シルト～細砂主体の蟹田層が 23 程度であった．また，坑口斜面にお

いて，岡町層（Ocg）と蟹田層（Kyo）の層境に滲水程度の湧水が見られたことから，上半断面の施工基面（S.L）

付近に地下水位が存在すると推察された． 

 

３．新しい脚部補強工の概要 

図-3および図-4 に，RPE-G ボルトを用いた新しい脚部補強工（以下，RPE-G ボルト脚部補強工と記す）の

標準的な施工フロー図および概要図を示す．本トンネルにおいては，RPE-G ボルトを支保工（支保工間隔：

1.0m）の中間部に打設し，支保工に作用する地山荷重を確実に脚部補強工へ伝達させるために，ボルト頭部と

鋼製支保工を鋼材により剛結した． 

RPE-G ボルトは，打設と同時に地山に定着させることができる鋼管膨張型ボルトを改良したもので，ドリ

ルジャンボ等で削孔したボアホールに中空鋼管ボルトを挿入後，注

水加圧により鋼管を膨張させて地山にボルトを定着させるとともに，

ボルト先端のコーンを注水圧により爆裂させることで，水抜きと注

入機能を付加させた新しいボルトシステムである．よって，RPE-G

ボルト脚部補強工は，即効性のある鋼管膨張型ボルトによる荷重分

散効果およびせん断変形抑制効果，ならびに薬液注入による支持力

向上効果が期待できると考えられる． 

現在実用化されている脚部補強工には，高圧噴射撹拌工法，レッ

グパイル，地山注入工法，モルタル全面定着型脚部補強ボルトおよ

びウィングリブ付き鋼製支保工などがある 2)．適用する地山状況に

よって一概には言えないが，RPE-G ボルト脚部補強工はレッグパイ

ルと地山注入工法の中間的な脚部補強工として位置付けることがで

きるものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 RPE-G ボルト脚部補強工概要図 

 

４．事前試験 

本トンネル掘削対象地山に最適な注入材を選定す

るために，事前試験を実施した（表-1 参照）．本トン

ネルでは細粒分の多い地盤を注入対象とすることか

ら，事前試験は，セメント系と水ガラス系の 2 種類の

注入材について行うこととした． 
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図-3 RPE-G ボルト脚部補強工の 

標準施工フロー図 

表-1 事前試験一覧表 

No. 試験項目 試験目的 試験方法 試験場所
1 注入材の室内配合試験 注入材の配合決定 一軸圧縮強度試験 注入材メーカー工場

2 現場平板載荷試験
脚部補強工の相対的な
支持力向上効果の確認

道路の平板載荷試験
（JIS A 1215）

阿弥陀Ｔ入口側坑口前施
工ヤード（砂礫・粘性土）

3 ボルト掘り出し試験
薬液の注入形態と改良体
形成状況の確認

フェノールフタレインによ
る注入範囲の可視化

18km130m下半盤（粘土・
シルト）

アングル

9

頭部プレート
75×75×9

50×50×6

鋼製支保工
125×125×6.5×9

30～
35°

130

75

35 S.L

落下防止プレート
75×75×6

S.L

R.L
F.L

脚部補強ボルト　RPE-G ボルト

L=4m　セメント系注入材

鋼製支保工 125H(全断面)

吹付けコンクリート(最小厚)20cm

30～35°

4000

a

水膨張ゴム

ロックボルト

φ22　L=3.0m

項　　目 寸法諸元等

材　質
NTRB-540

(SS540相当品)

肉　厚(mm) 2.3

長　さ(mm) 4,000

直径（膨張前）(mm) 36

直径（膨張後）(mm) 54

穿孔径(mm) 45～51

降伏点耐力(kN) 180以上

伸　び(%) 20以上

RPE-Gボルト諸元
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(1) 室内配合試験 

室内配合試験では，トンネル掘削に伴う緩み荷重が

セメント系注入材による改良体に作用した際に，改良

体が押し抜きせん断破壊を生じないための圧縮強度

（注入率 30%時のσ6h=0.5N/mm2）を満足する配合を求

めることとした．ただし，水ガラス系については，元々

強度が得にくい注入材であることから，強度を最大限

発揮しうる一配合についてのみ試験を行った． 

表-2および表-3 に，目標強度を満足するセメント系

注入材の配合および水ガラス系注入材の配合を示す．

当該配合により得られたサンドゲル強度（注入率 30%，

材令 6 時間）は，セメント系：0.58N/mm2，水ガラス

系： 0.14N/mm2 であった． 

(2) 現場平板載荷試験 

RPE-G ボルト脚部補強工の相対的な支持力向上効果

を確認するために，室内配合試験で決定した注入材配

合により，平板載荷試験を実施した（表-4参照）． 

図-5に，載荷重と地盤沈下量の関係を示す．試験の

結果，「原地盤」に対し「ボルトのみ」および「水ガラ

ス系」では地盤反力係数が小さく，「セメント系」では

「原地盤」より 4 倍程度大きい地盤反力係数が得られ

た．「ボルトのみ」および「水ガラス系」が「原地盤」

より地盤反力係数が低下した要因として，①ボルト孔

内のくり粉をエアブローで排出した際に孔壁の細粒分

も一緒に噴出したことで孔径が大きくなり，ボルトの

定着が十分ではなかったこと，②「水ガラス系」はサ

ンドゲル強度が小さく，注入量も十分ではなかったた

め，支持力向上効果が得られなかったこと，が考えら

れる．一方，「セメント系」でも「原地盤」より降伏点

が小さい結果となった．この要因として，上記①によ

る影響に加え，「水ガラス系」同様，薬液注入量が十分

ではなかったことが考えられる．ただし，「セメント系」

は，地盤反力係数が「原地盤」よりも向上しているこ

とから，支持力向上効果が期待できると考えられる． 

(3) ボルト掘り出し試験 

本トンネル内で，RPE-G ボルト脚部補強工を試験施

工し，ボルトを実際に掘り出して注入形態および改良

体の形成状況を確認した．その結果，写真-1 に示すよ

うに，セメント系（ゲルタイム：3 分），水ガラス系（ゲ

ルタイム：30 秒）ともに，注入材がほとんどボアホー

ル内に留まり，地山内に改良体の形成は認められなか

った．この要因として，①注入対象地盤の細粒分含有

急結剤 水
凝結

調整剤
超微粒子
セメント

水 分散剤

300 397 3 400 360 8
※1,000ℓあたり配合

Ａ液（kg） Ｂ液（kg）

表-2 セメント系注入材の配合 

表-3 水ガラス系注入材の配合 

3号
水ガラス

水
超微粒子
セメント

水 分散剤

350 250 375 375 3.75
※1,000ℓあたり配合

Ａ液（kg） Ｂ液（kg）

表-4 平板載荷試験内容一覧表 
No. 名　　称 内　　容

1 原地盤
・阿弥陀トンネル入口側坑口前施工ヤード
・砂礫，粘性土

2 ボルトのみ ・RPE-Gボルト（L=2.0m，エア削孔）

3
水ガラス系
（材令24hr）

・RPE-Gボルト（L=2.0m，エア削孔）
・ケイ酸ソーダ＋超微粒子セメント（ゲルタイム：約30秒）
・注入実施率：14%

4
セメント系①
（材令24hr）

・RPE-Gボルト（L=2.0m，エア削孔）
・急結剤＋超微粒子セメント（ゲルタイム：約2分）
・注入実施率：18%

5
セメント系②
（材令6hr）

・RPE-Gボルト（L=2.0m，エア削孔）
・急結剤＋超微粒子セメント（ゲルタイム：約2分）
・注入実施率：43%

※注入実施率＝実注入量／計画注入量
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写真-1 ボルト掘り出し試験結果 
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率が 69.5%（粘土分：21.5%，シルト分：48.0%）と多

かったこと，②RPE-G ボルトの口元コーキングには限

界があり，割裂注入ができる程の注入圧をかけられな

かったこと，が考えられる． 

 

５．試験施工 

本試験施工においては，事前試験の結果から，支持

力向上効果が期待できるセメント系注入材を使用した． 

図-6 および表-5 に，RPE-G ボルト脚部補強工の施

工範囲図および計測項目を示す．今回の試験施工にお

いては，RPE-G ボルト脚部補強工の効果と施工性を検

証するために，同様の地山条件下（土被り，地質）で

ある 18km160m～18km220m 間（区間長 L=60m）を 2

分割し，脚部補強工を施工しない「無対策区間」

（18km160m～18km190m）と脚部補強工を施工する

「対策区間」（18km190m～18km220m）を設定し，無

対策区間と対策区間の変位挙動を比較することとした． 

 

６．試験施工結果 

(1) 地表面沈下測定・坑内変位測定 

図-7に，下半掘削後の変位収束時（以下，下半収束

時と記す）の地表面沈下，天端沈下および上半内空変

位測定結果を示す．いずれも「対策区間」の方が「無

対策区間」よりも大きい変位量を示す．これは，図-6 b)

に示すように，実際には，岡町層（Ocg）および蟹田

層（Kyo）が地形勾配と同様に傾斜して堆積しており，

「無対策区間」と「対策区間」の境界付近から出口側

にかけて比較的強度が小さい蟹田層が切羽に占める割

合が大きくなっていたことによると考えられる． 

(2) 地中変位測定 

図-8 に，地中変位分布図を示す．「無対策区間」で

は，地表面までほぼ均等に沈下が生じている．一方，

「対策区間」では，天端付近の沈下が特に大きくなっ

ている．一方，地表面沈下および坑内変位測定結果か

らは，「対策区間」において，地表面沈下量に対する坑

内沈下量が特に大きいというような傾向は見られない．

このことから，「対策区間」において見られる地中変位

分布の天端付近の変曲点は，岡町層と蟹田層の層境を

示しているものと推察される． 

(3) 地中曲げひずみ測定 

図-9に，地中曲げひずみ分布図を示す．トンネル側

壁部の曲げひずみは，地質条件が比較的良い「無対策 

Olm

Ocg

Kyo

18km100m 18km200m
DL=20m

   30m

   40m

   50m

   60m

   70m

無対策区間 対策区間
18k

m1
60
m

18
km1

90m

18
km2

20m

Olm

Ocg

Kyo

18km100m 18km200m

無対策区間 対策区間
18
km1

60m

18k
m19

0m

18k
m22

0m

DL=20m

   30m

   40m

   50m

   60m

   70m

a) 当初想定地質状況 

b) 施工時確認地質状況 

図-6 RPE-G ボルト脚部補強工施工範囲図 

表-5 計測項目一覧表 
No. 計測項目 計測目的 計測方法 計測場所

1 地表面沈下測定
沈下抑制効果
の確認

レベル
18km160m
～18km220m

2
坑内変位測定
（天端・脚部沈下，内空）

坑内変位抑制
効果の確認

トータル
ステーション

18km160m
～18km220m

3 地中変位測定
地山の緩み抑
制効果の確認

地中変位計
18km170m，
18km200m

4 地中曲げひずみ測定
地山の緩み抑
制効果の確認

パイプひずみ計
18km170m，
18km200m

a) 地表面沈下 

b) 天端沈下 

c) 上半内空変位 

図-7 下半収束時の地表面沈下・坑内変位測定結果 
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図-8 地中変位分布図 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 地中曲げひずみ分布図 

 

区間」よりも地質条件が比較的悪い「対策区間」の方

が小さい傾向にある．これは，RPE-G ボルト脚部補強

工によって「対策区間」のトンネル側壁部の安定性が

向上していることを示唆するものと考えられる． 

(4) 注入量 

図-10に，本試験施工における RPE-G ボルト脚部補

強工の注入量実績図を示す．平均注入量は，計画注入

量 237L/本に対して 23.2L/本であり，計画注入量の 10%

程度に留まった．この要因としては，ボルト掘り出し

試験における要因と同様のことが考えられる． 

(5) サイクルタイム 

表-6 に，本試験施工における RPE-G ボルト脚部補

強工の平均的なサイクルタイムを示す．サンプル数は

左右各 30 本である．本試験施工では，注入量が計画の

10%程度であったものの，平均 72 分で左右の脚部補強

工を施工できている．このことから，RPE-G ボルト脚 

部補強工は，トンネル掘削サイクルに与える影響は小さいものと考えられる． 

 

７．考察 

前述６．(1)で述べたように，「無対策区間」と「対策区間」では地質条件が大きく異なるため，RPE-G ボ

ルト脚部補強工の効果を変位量のみで直接的に検証することはできない．そこで，ここでは，地表面沈下量推

定式による試算や坑内変位の挙動特性を変位率（例えば，ある時点の変位量と最終変位量の比）で分析するこ

とによって RPE-G ボルト脚部補強工の効果を検証することとした． 

表-6 RPE-G 脚部補強工のサイクルタイム 

左側 右側
削孔準備工 4 4 ガイドセルのセット
削孔工 6 6 ボルト孔の削孔・ボルト挿入
注水準備工 3 3 注水機器の搬入・セット
注水工 3 3 ボルト膨張・定着
注入準備工 3 3 注水機器の搬入・セット
注入工 6 6 セメント系注入材の注入
頭部連結準備工 3 3 鋼材・溶接機の搬入・セット
頭部連結工 4 5 鋼製支保工とボルトの連結
片側施工時間計 32 33
後片付け
合　計

平均サイクルタイム（分）
作業内容 備　　考

72
7

+10mm -10mm+20mm -20mm

-5m

-10m

+10mm -10mm

-5m

-10m

a) 無対策区間（18km170m） b) 対策区間（18km200m） 

：上半切羽到達時
：上半収束時
：下半収束時
：最終収束時

【凡例】

a) 無対策区間（18km170m） b) 対策区間（18km200m） 
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図-10 RPE-G 脚部補強工の注入量実績図 
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(1) 沈下抑制効果 

表-7に，地表面沈下量を求める実験式である島田の

式（(1)式参照）で試算した下半収束時の地表面沈下量

を示す．なお，本試算では，「無対策区間」と「対策区

間」の相互干渉による影響を除外するために，当該境

界（トンネル入口から 113m 付近）における計測値を

除いて計算した．この結果，島田の式による計算値は

実際の沈下量と概ね同レベルにあり，本トンネルにお

ける沈下特性は，島田の式による再現性が比較的高い

と考えられる． 

そこで，島田の式と地表面沈下量を求める理論式で

ある Limanov の式（(2)式参照）を組み合わせ，RPE-G

ボルト脚部補強工による沈下抑制効果の検証を試みた．

図-11に，検証フローを示す．まず，「対策区間」に類

似する地質区間のうち，RPE-G ボルト脚部補強工の影

響を受けない位置の地表面沈下量から Limanov の式で

「対策区間」の地山の弾性係数を逆算する．次に，逆

算した地山の弾性係数を用いて「対策区間」における

地表面沈下量を Limanov の式で推定し，当該地表面沈

下量になるような天端沈下量を島田の式で求める．各

推定式で算出した「対策区間」の地表面沈下量および

天端沈下量を実測値と比較することで，RPE-G ボルト

脚部補強工の沈下抑制効果を評価することとした． 

表-8に，地表面沈下量および天端沈下量の試算結果

を示す．この結果，地表面沈下量で 2～7mm，天端沈

下量で 4～11mm 程度沈下が小さくなっており，RPE-G

ボルト脚部補強工による沈下抑制効果が得られた可能

性があることを示唆している．ただし，本試験施工に

おいては，今回の計測結果や薬液注入量実績から判断

すると，RPE-G ボルト脚部補強工による沈下抑制効果

は非常に小さいものであったと推察される． 

(2) 内空変位抑制効果 

図-12 に，下半収束時の内空変位量と天端沈下量の

関係（変位率）を示す．これによれば，「無対策区間」

と「対策区間」の境界における計測値を除いた天端沈

下量に対する内空変位量の平均的な割合は，「対策区

間」の方が「無対策区間」に比べて，上半で 37%，下

半で 40%程度小さい．前述の地中曲げひずみ測定の結

果から，「対策区間」におけるトンネル側壁部の安定性

の向上が伺える．また，前述の島田の式と Limanov の

式による試算の結果，支保工の沈下抑制効果も伺える．

これらのことから，変位率が小さくなった要因として

Z
oj eTaS β・・・＝  ････････････････ (1)式 

ここに， 
Ｓoj：トンネル直上の地表面沈下量（cm） 
Ｔ：先行変位を含む天端沈下量（cm） 
Ｚ：ｚ／ｒ 
ｚ：トンネル中心からの土被り（m） 
ｒ：トンネル半径（m） 
ａ，β：実験と現場計測から得られた地質条件による定数 

  2
2

2
2

max

2

1







 DZ

ZD
E
P

－

・
・－ν＝δ ･･･････････ (2)式 

ここに， 

σmax：トンネル直上の最大地表面沈下量（cm） 

ν：地山のポアソン比 

Ｐ：γ･ｚ 

γ：地山の単位体積重量（kN/m3） 

ｚ：トンネル中心からの土被り（m） 

Ｅ：地山の弾性係数（kN/m2） 

Ｄ：トンネル掘削径（m） 

図-11 沈下抑制効果検証フロー 

「対策区間」の
地山の弾性係数

（計算値）

・類似地質区間
　の地表面沈下
　量（実測値）

START 「対策区間」の
地表面沈下量

（計算値）

地山の弾性係数
を逆算

（Limanovの式）

天端沈下量
を逆算

（島田の式）

「対策区間」の
天端沈下量
（計算値）

地表面沈下量
の計算

（Limanovの式）

地表面・天端沈下量
の実測値と計算値

の比較

END

表-8 地表面沈下量および天端沈下量試算結果 

83 93 103 123 133 143
14.7 15.2 15.7 15.8 15.6 15.2

Limanovの式

実測値 -3.0 -5.0 -5.0 -9.0 -11.0 -14.0
計算値 -5.0 -5.0 -4.9 -15.7 -15.7 -15.7 Limanovの式

差 2.0 0.0 -0.1 6.7 4.7 1.7
実測値 -8.9 -8.9 -10.3 -17.0 -28.9 -23.2 全沈下量
計算値 -8.8 -8.8 -8.4 -27.8 -27.5 -27.0 島田の式

差 -0.1 -0.1 -1.9 10.8 -1.4 3.8
※地山の単位体積重量（γ=26kN/m3）は土質試験結果より決定
※ポアソン比は0.35と仮定

※Limanovの式のトンネル掘削径には換算径（D=9.8m）を使用

天端
沈下量
（mm）

計算方法

土被り（m）
地山の弾性係数

（MPa）
470 148

対策区間トンネル入口からの
距離（m）

無対策区間

地表面
沈下量
（mm）

表-7 島田の式による地表面沈下量試算結果 

83 93 103 123 133 143
14.7 15.2 15.7 15.8 15.6 15.2

天端沈下量（mm） -8.9 -8.9 -10.3 -17.0 -28.9 -23.2

地表面沈下量（mm） -3.0 -5.0 -5.0 -9.0 -11.0 -14.0

計
算
値

地表面沈下量（mm） -5.3 -5.2 -5.8 -9.6 -16.5 -13.5

2.3 0.2 0.8 0.6 5.5 -0.5
※天端沈下量（実測値）は地中変位測定結果に基づいて補正した全沈下量

※計算には当該位置でのトンネル掘削半径（r=5.25m）を使用

地表面沈下量の差

実
測
値

地質条件による係数
緩んだ洪積砂，シルト

ａ=1.54，β=0.25
計算上の地質条件

トンネル入口からの距離
（m）

無対策区間 対策区間

土被り（m）
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は，「対策区間」の天端沈下量が大幅に増大したもので

はなく，RPE-G ボルト脚部補強工によって内空変位が

抑制された可能性が考えられる． 

(3) 変位収束効果 

表-9に，切羽距離と変位率（沈下量／最終沈下量）

の関係を示す．これより，上半掘削時の支保工の変位

挙動は，「無対策区間」と「対策区間」ではほとんど差

異がないのに対し，下半掘削時においては，「対策区

間」の変位収束傾向が「無対策区間」よりも早い段階

で認められる．すなわち，RPE-G ボルト脚部補強工に 

よって下半掘削後の変位増大が抑制されているものと考えられる． 

 

表-9 切羽距離と変位率の関係 

無対策区間（キロ程：18km170m） 対策区間（キロ程：18km200m） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

天端沈下（上半掘削時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

天端沈下（上半掘削時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

上半内空変位（上半掘削時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

上半内空変位（上半掘削時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

天端沈下（下半掘削時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

天端沈下（下半掘削時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

上半内空変位（下半掘削時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

上半内空変位（下半掘削時） 

 

 

図-12 内空変位量と天端沈下量の関係 
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８．おわりに 

本試験施工の結果から，RPE-G ボルト脚部補強工には，①地表面，天端および脚部沈下の抑制，②内空変

位の抑制，③下半掘削後の変位増大の抑制，④側壁部の地山安定化，といった効果が期待できると考えられる．

ただし，今回の試験施工では，想定と異なる地質構造であったこともあり，上記①および②の効果を明確にす

ることはできなかった．一方で，RPE-G ボルト脚部補強工の施工は，トンネル掘削サイクルに与える影響が

小さいことがわかった． 

RPE-G ボルト脚部補強工は，レッグパイルと地山注入工法の間に位置付けされ，効果，経済性および施工

性の面で，脚部補強工の最適化をより一層図ることができるものと考えられる．よって，今後も，施工条件に

応じて RPE-G ボルト脚部補強工を適用し，当該脚部補強工の効果とそのメカニズムを明らかにしていきたい

と考える． 

また，RPE-G ボルトは，注入機能だけでなく水抜き機能も併せ持つ新しいタイプのボルト材である．この

ため，今回のような脚部補強工だけでなく，ロックボルト，先受け工，水抜き工（自然排水，強制排水）等，

ボルトの高い機能性を活かして様々なフィールドへの展開が図られると考える． 
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